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北海道内部統制推進員会議
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１．主な議会議論について

２．知事指示事項について

３．関係規程の改正と運用の徹底について

４．財務事務に関する通知の明確化について

５．今後講じる再発防止策について



１．主な議会議論について

■Ｒ６決算特別委員会（知事総括）

内 部 統 制
の 強 化

 新たに内部統制推進員会議を設置し、組織とし
て推進する体制を強化したところであり、これ
らの取組を通じ、不適正事務の抑制に向けた対
策の徹底を図り、内部統制制度の実効性のさら
なる向上に努める。

今 後 の 取 組  今後、先般取りまとめた対策の着実な実施はも
とより、業務のマニュアル化といったヒューマ
ンエラーを抑制する仕組みなどの取組について、
新たに設置した内部統制推進員会議等も活用し
ながら、今年度内に整理をするなどして、こう
した事案を再び生じさせないという思いを持ち、
組織全体として、再発防止に徹底して取り組ん
でまいります。
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２．知事指示事項について

■庁議（Ｒ６.11.15）

発 言 要 旨  昨日、私自らの責任を明らかにし、本日付け
で、副知事をはじめ、関係職員の処分等を行っ
た。関係する職員はもとより、全ての職員の皆
さんが、この度の事案を「我がこと」として受
け止めてほしい。

 その上で、こうした事案を再び生じさせない
という思いを全ての職員が共有し、組織全体の
問題として、不適正事務の再発防止に全庁挙げ
て取り組むよう指示する。
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３．関係規程の改正と運用の徹底について

○改正等の概要

交
付
規
則

関
係
通
知

運用方針

補助金等に
係る事務の取
扱について

補助金等に係
る標準様式に

ついて

負担金事業

(実績報告）
関係

※文言の追加

（「完了から30日以内or4/10のいずれか早い日まで」）
ただし、当該補助事業等が補助金等適正化法に規定す

る国の間接補助金等に該当する場合は、所管省庁の運用
に基づき設定すること

決定書の記載

※文言の追加

○ 交付の決定書に特定財源の名称等及び道から補助
事業者に対する補助金等の支出期限を明記する

○ 補助金等適正化法に規定する間接補助事業等に
該当する場合は、間接補助事業が完了し補助金を
交付したときに補助事業の完了となるので、
支出期限の設定は、所管省庁の運用に基づくこと

○ 交付の決定書に所管省庁の要綱や運用等の支出期限
の根拠を明示

○ 実績報告書の提出期限について、補助金適正化法が
規定する間接補助事業等である場合は、所管省庁の
運用に基づき設定

※負担金事業についても同様

補助指令書の
様式

※文言の追加

事務手続等の
留意事項

※新規 ３



４．財務事務に関する通知等の明確化について

４

■今回の事案を受けた再発防止策について（10/30庁議資料等）

財 務 事 務 に
関する通知の
明 確 化

➣予算編成・予算執行に関する国費調査や財源充当な
どの事務連絡等については、①財務事務に習熟して
いない職員にも理解しやすいものとするとともに、
②その内容について複数の職員で確認するなど組織
としての伝達・共有を徹底。

■上記を踏まえた対応について

①

➣財務事務に習熟していない職員が担当する場合も
想定し、各部局等への国庫補助金等に関する調査
等について、財務事務に関する用語や制度の説明
を加えるなど、職員に理解しやすいものとする。

４定補正
予算編成
から

順次対応

②
➣複数の職員で組織として内容の確認を行うよう、
管理職名の文書により周知する。



１ 制度認知に向けた所属職員への研修
⇒現在実施中

２ 総務課による定期的な支出状況等の確認
⇒12月から実施予定

・総務課において、全ての補助事業等について、進捗や支出状況
等を部内各課に照会し、定期的に把握（各課とのダブルチェック）

・間接補助事業等にもかかわらず、年度内に支払うスキームになって
いないものや進捗が遅れているものがあれば、個別に是正

① 研修内容
・今回生じた事案の概要
・再発防止策（財務に関する規程の改正、内部統制など）

② 研修方法
・部内各課、振興局（商工）において、所属職員に対し、
直接説明により研修

(参考)再発防止に向けた経済部独自の取組について
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５．今後講じる再発防止策について

• 専門性の高い人材の育成

• 管理職のマネジメント能力の向上

• ヒューマンエラーの抑制

• コア業務に集中できる環境づくり

• 道内部の牽制機能の強化 等

◆年度内に整理◆
・各部で実施する再発防止の取組
・再発防止策として有効と考える取組

→ １２月１３日（金）まで報告 ６

■検討の方向性
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